












　日本航空機開発協会（2018a）では、2017 年に 22,337 機だった世界におけるジェット旅
客機の需要が、2037 年には 39,867 機（78%増）になると予測されている。世界の航空機旅
客需要は、さらに途上国の成長を考慮し、RPKベース（5）で、2017年の7兆7,371億人キロメー
トルから 2037 年には 18 兆 5,875 億人キロメートル（240%増）になると予測されている。
　それに加え、近年、世界の航空機産業に占める日本の地位が向上している。合田・浅井
（1998）はボーイング 767 のケースと比べてボーイング 777 では日本側の分担比率が上がっ
たのと並行して、開発過程での日米企業間の協力体制はより親密となったことを明らか
にしている。日本航空機開発協会（2018b）によると、日本企業の参加比率は、ボーイング
767 では 15% であったが、ボーイング 777 では 21% に増加し、ボーイング 787 では 35%
にさらに増加した。ボーイング 777 の派生型であるボーイング 777X（6）でもオリジナルの
ボーイング 777 の時と同じく日本企業の参加比率は 21%を維持している。エアバスに関






SUBARU（9）、JAMCO）だったが、2016 年の調査では新明和工業が 96 位に入り、トップ
100 位の日本企業は 6社となった。三菱重工は 2011 年では 20 位であったが、2016 年には







いる。川崎重工業は 2006 年の 36 位から、2011 年に 41 位と後退したが、2016 年には 37
位と成長している。SUBARUは 2006 年の 58 位から 2011 年の 64 位に後退したが、2016
年には 59 位となっており 60 位前後を維持している。JAMCOは、2006 年には 88 位だっ


































必要になる。例えば、MRJ は事業化された 2007 年から現在まで 10 年以上経過している
ものの、今なお型式証明（14）は得られていない。報道によれば、MRJ の開発費は膨らみ続け、
2008年当時の見込みは 1,500 億円ほどであったのが、現在では 8,000 億円ほどに膨れ上がっ
ている。航空機の開発には多くのコストがかかる一方で、製品として納入されると長い期
間にわたって運用されるため、開発費用の回収が可能となる。全日本空輸株式会社（ANA）
において、ボーイング 767 は 1987 年から、エアバス 320 は 1991 年から運用されており、






　図 2は航空機・同附属品製造業出荷額と自動車・同附属品製造業出荷額を 2005 年時点




産業と自動車産業の間には大きな差がまだまだあるものの、2005 年から 2016 年の間に航
空機・同附属品製造業出荷額は約 1.1 兆円から約 2.2 兆円へと倍増している。自動車・同
附属品製造業出荷額はリーマンショックの影響で落ち込んでいるが現在は 2007 年の水準













10 年ほどで約 1.4 倍になっている。自動車産業における従業員数は、2007 年にはピーク
である約 89 万 5 千人となったが、リーマンショックによる減産等を受けて、2008 年から













での事業所の再編などが進んでいる（図 4）。航空機産業では 2005 年に比べ 2016 年は、26
ポイントの上昇だったが、自動車産業では 24.1 ポイントの減少である。
　航空機・同附属品製造業の事業所数は 2005 年に 258 事業所であったが、2016 年には
325 事業所となり、67 事業所増加している。自動車・同附属品製造業の事業所数は減少


























造業事業所数は 562 である。またその内訳は航空機製造業が 16 事業所、航空機用原動機
製造業が 88 事業所、その他の航空機部分品・補助装置製造業は 383 事業所である。その
うち東海3県の航空機・同附属品製造業事業所数は203であり、全国シェアは36.1%である。
細目については、航空機製造業が 7事業所で全国シェアが 43.8%、航空機用原動機製造業
は 12 事業所で全国シェアは 13.6%、その他航空機部分品・補助装置製造業では 153 事業
所で全国シェアは 39.9% である。北陸（20）3 県では、航空機・同附属品製造業事業所数は 8
事業所であり、全国シェアでは 1.4% である。細目で見ると、その他航空機部分品・補助
装置製造業が 6事業所と大部分を占める。なお、航空機・同附属品製造業事業所数は中部
5県（21）では全国シェア 39.7%、中部 9県（22）で全国シェア 41.3% である。全国の航空機・同
図 4　事業所数指数の変化




附属品製造業従業員数は 49,131 人である。またその内訳は航空機製造業が 3,732 人、航空
機用原動機製造業が 7,816 人、その他の航空機部分品・補助装置製造業は 34,352 人である。
東海3県の航空機・同附属品製造業従業員数は22,376人であり、全国シェアは45.5%である。
細目については、航空機製造業が 2,843 人で全国シェアが 76.2%、航空機用原動機製造業
は 483 人で全国シェアは 6.2%、その他航空機部分品・補助装置製造業では 17,588 人で全









機産業同様に中部 9 県、特に東海 3 県の全国シェアが 3,431 事業所（26.8%）、従業員数





北陸 3県 東海 3県 中部 5県
事業所数 従業員数 事業所数 従業員数 事業所数 従業員数
航空機・同附属品製造業 8（1.4%） 132（0.3%） 203（36.1%） 22,376（45.5%） 223（39.7） 23,053（46.9%）
航空機製造業 0（0.0%） 0（0.0%） 7（43.8%） 2843（76.2%） 7（43.8%） 2,843（76.2%）
航空機用原動機製造業 1（1.1%） 17（0.2%） 12（13.6%） 483（6.2%） 17（19.3%） 865（11.1%）
その他の航空機部分品・補助装置製造業 6（1.6%） 105（0.3%） 153（39.9%） 17,588（51.2%） 168（43.9%） 17,883（52.1%）
中部 9県 全国
事業所数 従業員数 事業所数 従業員数
航空機・同附属品製造業 232（41.3%） 23,277（47.4%） 562 49,131
航空機製造業 7（43.8%） 2,843（76.2%） 16 3,732
航空機用原動機製造業 18（20.5%） 882（11.3%） 88 7,816





北陸 3県 東海 3県 中部 5県
事業所数 従業員数 事業所数 従業員数 事業所数 従業員数
自動車・同附属品製造業 201（1.6%） 13,133（1.5%） 3,431（26.8%） 345,315（39.0%） 5,386（42.1%） 448,096（50.7%）
自動車製造業（二輪自動車を含む） 4（4.3%） 896（0.5%） 20（21.3%） 56,857（30.5%） 26（27.7%） 71,596（38.3%）
自動車車体・附随車製造業 6（2.9%） 1,730（10.4%） 24（11.8%） 2,308（13.8%） 33（16.2%） 2,926（17.5%）
自動車部分品・附属品製造業 171（1.5%） 10,174（1.6%） 3,085（27.4%） 275,440（43.1%） 4,898（43.5%） 352,845（55.2%）
中部 9県 全国
事業所数 従業員数 事業所数 従業員数
自動車・同附属品製造業 5,719（44.7%） 472,761（53.4%） 12,790 884,518
自動車製造業（二輪自動車を含む） 32（34.0%） 77,128（41.3%） 94 186,722
自動車車体・附随車製造業 42（20.6%） 4,902（29.4%） 204 16,701



































見ると、2017 年の中部地域（26）では 7,925.0 億円と全国 14,741.6 億円の 53.8% を占めている
ことがわかる。さらに航空機・部品のうち機体部品の生産額に限ると、中部地域では 4,996.8


























生産誘発額は 71 兆 4,020.2 億円と推計される。
4.2　富山県
　富山県の航空機産業の生産誘発係数は 2.48 であることが推計された。富山県の航空機
産業の最終需要は 4.2 億円であるため、生産誘発額は 10.3 億円と推計される。また富山県




産業の最終需要額は 9.6 億円であるため、石川県の航空機産業の生産誘発額は 23.6 億円と
推計される。また石川県の自動車産業の生産誘発係数は 3.02 であった。石川県の自動車




産業の最終需要は 9.9 億円であるため、長野県の航空機産業の生産誘発額は 22.7 億円と推
計される。また長野県の自動車産業の生産誘発係数は 3.03 であった。長野県の自動車産




産業の最終需要は 1,931.7 億円であるため、岐阜県の航空機産業の生産誘発額は 4,198.9 億
円と推計される。また岐阜県の自動車産業の生産誘発係数は 3.08 であった。岐阜県の自




産業の最終需要は 246.6 億円であるため、静岡県の航空機産業の生産誘発額は 566.9 億円
と推計される。また静岡県の自動車産業の生産誘発係数は 3.28 であった。静岡県の自動






は 3,123.6 億円であるため、愛知県の航空機産業の生産誘発額は 6,947.3 億円と推計される。
また愛知県の自動車産業の生産誘発係数は 3.40 であった。愛知県の自動車産業の最終需




産業の最終需要は 132.3 億円であるため、三重県の航空機産業の生産誘発額は 287.1 億円
と推計される。また三重県の自動車産業の生産誘発係数は 3.40 であった。三重県の自動







県 6,947.3 億円、岐阜県 4,198.9 億円が突出している。それらに静岡県 566.9 億円、三重県
287.1億円が追従するが、長野県22.7億円は特区に加わっているにも関わらず低い値となっ




富山県 石川県 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県
最終需要額 4.2 億円 9.6 億円 9.9 億円 1,931.7 億円 246.6 億円 3,123.6 億円 132.3 億円
生産誘発額 10.3 億円 23.6 億円 22.7 億円 4,198.9 億円 566.9 億円 6,947.3 億円 287.1 億円
県内総生産（名目） 44,052.7 億円 40,914.8 億円 79,766.5 億円 72,217.3 億円 164,214.5 億円 348,971.0 億円 72,780.1 億円
県内総生産に対す
る割合




富山県 石川県 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県
最終需要額 1,736.5 億円 1,415.9 億円 5,580.8 億円 6,409.5 億円 34,913.4 億円 89,014.9 億円 21,346.6 億円
生産誘発額 4,352.4 億円 4,277.5 億円 16,906.3 億円 19,764.9 億円 114,504.7 億円 302,940.4 億円 72,646.0 億円
県内総生産（名目） 44,052.7 億円 40,914.8 億円 79,766.5 億円 72,217.3 億円 164,214.5 億円 348,971.0 億円 72,780.1 億円
県内総生産に対す
る割合






































三重県へ区域拡大し、2014 年には長野県・静岡県に区域拡大した。「アジアNo. 1 航空宇
69
知多半島の歴史と現在　No. 24
宙産業クラスター形成特区」の生産額は、2013 年度 5,756 億円から、2017 年度 7,925 億円
にまで成長している。まだまだ成長産業のため中部圏の航空機産業でも効率の良い生産方












に目標額を達成した場合、1次波及効果（33）は愛知県では 350.9 億円、岐阜県では 212.1 億円、
三重県では 14.5 億円、静岡県では 28.6 億円、長野県では 1.1 億円であることが試算された。
2次波及効果（34）は愛知県では 69.4 億円、岐阜県では 47.0 億円、三重県では 4.4 億円、静岡
県では 5.8 億円、長野県では 0.2 億円であることが試算された。総合効果は、愛知県では
420.4 億円、岐阜県では 259.1 億円、三重県では 18.9 億円、静岡県では 34.4 億円、長野県






影響を与えると予測される。また、中部 9県の航空機産業の生産誘発額は富山県 10.3 億円、





長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県
最終需要変化額 0.5 億円 97.6 億円 12.5 億円 157.8 億円 6.7 億円
1次波及効果 1.1 億円 212.1 億円 28.6 億円 350.9 億円 14.5 億円
2次波及効果 0.2 億円 47.0 億円 5.8 億円 69.4 億円 4.4 億円




石川県 4,277.5 億円、長野県 1兆 6,906.3 億円、岐阜県 1兆 9,764.9 億円、静岡県 11 兆 4,504.7



































































































＊Tomohiro Iwamoto、Graduate School of Economics, Nagoya City University, 












（4）本稿執筆時は COVID-19 流行前であり、航空機産業が活気づいていた。COVID-19 の
影響で航空機産業は減退しているとはいえ、今後の世界人口、中間所得層の増加が国連



























第 1歩となる。型式証明は約 400 項目から構成されており、審査は長期間にわたる。
（15）アメリカの値は Bureau of Economic Analysis の Input-Output Accounts Data 2012
を用い、日本の値は 2011 年産業連関表より計算した。
























































産業部門 生産誘発係数 産業部門 生産誘発係数
1 卸売 0.038 1 卸売 0.089
2 その他の対事業所サービス 0.025 2 電力 0.056
3 ガラス・ガラス製品 0.024 3 銑鉄・粗鋼 0.042
4 物品賃貸業（貸自動車業を除く。） 0.009 4 熱間圧延鋼材 0.040
5 映像・音声・文字情報制作 0.009 5 その他の対事業所サービス 0.038
6 塗料・印刷インキ 0.008 6 プラスチック製品 0.037
7 印刷・製版・製本 0.008 7 産業用電気機器 0.036
8 タイヤ・チューブ 0.008 8 企業内研究開発 0.034
9 電力 0.007 9 非鉄金属製錬・精製 0.029
10 石油製品 0.007 10 その他の非鉄金属製品 0.026
11 油脂加工製品・石けん・界面活性剤・化粧品 0.006 11 冷延・めっき鋼材 0.024
12 情報サービス 0.006 12 鋳鍛造品 0.024
13 不動産仲介及び賃貸 0.006 13 石油製品 0.024
14 道路貨物輸送（自家輸送を除く。） 0.006 14 石炭・原油・天然ガス 0.023
15 企業内研究開発 0.005 15 機械修理 0.022
16 小売 0.005 16 道路貨物輸送（自家輸送を除く。） 0.020
17 金融 0.005 17 その他の金属製品 0.018
18 石炭・原油・天然ガス 0.005 18 その他のゴム製品 0.014
19 電気通信 0.004 19 金融 0.013
20 自家輸送（旅客自動車） 0.004 20 不動産仲介及び賃貸 0.013
21 プラスチック製品 0.004 21 その他の電子部品 0.012
22 建設補修 0.003 22 電線・ケーブル 0.012
23 分類不明 0.003 23 物品賃貸業（貸自動車業を除く。） 0.011
24 紙・板紙 0.003 24 その他の鉄鋼製品 0.011
25 機械修理 0.003 25 その他のはん用機械 0.011
26 脂肪族中間物・環式中間物 0.003 26 脂肪族中間物・環式中間物 0.010
27 その他のはん用機械 0.002 27 合成樹脂 0.010
28 その他の非営利団体サービス 0.002 28 建設補修 0.010
29 事務用品 0.002 29 情報サービス 0.010
30 通信機械 0.002 30 都市ガス 0.010
31 自動車整備 0.002 31 その他の化学最終製品 0.009
32 その他の金属製品 0.002 32 電子デバイス 0.009
33 自家輸送（貨物自動車） 0.002 33 タイヤ・チューブ 0.008
34 その他の有機化学工業製品 0.002 34 非鉄金属屑 0.008
35 その他の無機化学工業製品 0.001 35 自家輸送（旅客自動車） 0.007
36 石油化学基礎製品 0.001 36 その他の電気機械 0.006
37 合成樹脂 0.001 37 電気通信 0.006
38 その他の電子部品 0.001 38 再生資源回収・加工処理 0.006
39 その他の運輸附帯サービス 0.001 39 分類不明 0.005
40 紙製容器 0.001 40 金属鉱物 0.005
41 パルプ 0.001 41 塗料・印刷インキ 0.005
42 その他の製造工業製品 0.001 42 小売 0.005
43 自動車・同修理 0.001 43 その他の窯業・土石製品 0.005
44 広告 0.001 44 印刷・製版・製本 0.004
45 その他の鉱物 0.001 45 自家輸送（貨物自動車） 0.004
46 その他の紙加工品 0.001 46 自動車整備 0.004
47 熱間圧延鋼材 0.001 47 映像・音声・文字情報制作 0.004
48 銑鉄・粗鋼 0.001 48 ガラス・ガラス製品 0.004
49 その他の化学最終製品 0.001 49 広告 0.004






産業部門 生産誘発係数 産業部門 生産誘発係数
1 その他の対事業所サービス 0.043 1 熱間圧延鋼材 0.100
2 卸売 0.039 2 企業内研究開発 0.089
3 ガラス・ガラス製品 0.023 3 卸売 0.086
4 物品賃貸業（貸自動車業を除く。） 0.018 4 冷延・めっき鋼材 0.060
5 企業内研究開発 0.017 5 その他の対事業所サービス 0.049
6 電力 0.013 6 プラスチック製品 0.035
7 プラスチック製品 0.012 7 タイヤ・チューブ 0.030
8 映像・音声・文字情報制作 0.010 8 道路貨物輸送（自家輸送を除く。） 0.030
9 石油製品 0.009 9 電力 0.025
10 印刷・製版・製本 0.008 10 産業用電気機器 0.022
11 塗料・印刷インキ 0.008 11 その他の金属製品 0.021
12 情報サービス 0.007 12 非鉄金属製錬・精製 0.019
13 道路貨物輸送（自家輸送を除く。） 0.007 13 その他の非鉄金属製品 0.019
14 不動産仲介及び賃貸 0.006 14 機械修理 0.016
15 金融 0.006 15 石油製品 0.014
16 タイヤ・チューブ 0.006 16 塗料・印刷インキ 0.014
17 機械修理 0.006 17 民生用電子機器 0.014
18 油脂加工製品・石けん・界面活性剤・化粧品 0.006 18 脂肪族中間物・環式中間物 0.013
19 小売 0.005 19 金融 0.013
20 脂肪族中間物・環式中間物 0.005 20 その他の電気機械 0.013
21 広告 0.004 21 不動産仲介及び賃貸 0.013
22 分類不明 0.004 22 その他の鉄鋼製品 0.012
23 その他の非鉄金属製品 0.004 23 物品賃貸業（貸自動車業を除く。） 0.012
24 自家輸送（旅客自動車） 0.004 24 ガラス・ガラス製品 0.012
25 電気通信 0.004 25 鋳鍛造品 0.011
26 紙・板紙 0.003 26 広告 0.011
27 石炭・原油・天然ガス 0.003 27 その他の電子部品 0.011
28 建設補修 0.003 28 合成樹脂 0.010
29 合成樹脂 0.003 29 その他のゴム製品 0.010
30 非鉄金属製錬・精製 0.003 30 電線・ケーブル 0.010
31 自家輸送（貨物自動車） 0.002 31 情報サービス 0.010
32 その他のはん用機械 0.002 32 電子デバイス 0.008
33 その他の有機化学工業製品 0.002 33 建設補修 0.008
34 その他の金属製品 0.002 34 その他の化学最終製品 0.008
35 保険 0.002 35 印刷・製版・製本 0.008
36 電子デバイス 0.002 36 自家輸送（旅客自動車） 0.007
37 自動車整備 0.002 37 石炭・原油・天然ガス 0.007
38 その他の電子部品 0.002 38 電気通信 0.007
39 事務用品 0.002 39 その他のはん用機械 0.007
40 放送 0.001 40 映像・音声・文字情報制作 0.007
41 鉄道旅客輸送 0.001 41 小売 0.006
42 電線・ケーブル 0.001 42 分類不明 0.006
43 その他の無機化学工業製品 0.001 43 港湾運送 0.006
44 その他の非営利団体サービス 0.001 44 その他の有機化学工業製品 0.005
45 航空輸送 0.001 45 非鉄金属屑 0.004
46 熱間圧延鋼材 0.001 46 その他の無機化学工業製品 0.004
47 その他の鉱物 0.001 47 紙・板紙 0.004
48 通信機械 0.001 48 都市ガス 0.004
49 都市ガス 0.001 49 倉庫 0.004






産業部門 生産誘発係数 産業部門 生産誘発係数
1 その他の対事業所サービス 0.068 1 卸売 0.143
2 卸売 0.058 2 企業内研究開発 0.093
3 プラスチック製品 0.055 3 プラスチック製品 0.067
4 企業内研究開発 0.049 4 その他の対事業所サービス 0.062
5 物品賃貸業（貸自動車業を除く。） 0.044 5 産業用電気機器 0.060
6 電力 0.029 6 熱間圧延鋼材 0.048
7 石炭・原油・天然ガス 0.029 7 非鉄金属製錬・精製 0.046
8 ガラス・ガラス製品 0.028 8 その他の非鉄金属製品 0.045
9 石油製品 0.024 9 鋳鍛造品 0.044
10 その他の非鉄金属製品 0.023 10 電力 0.040
11 金融 0.018 11 石炭・原油・天然ガス 0.032
12 機械修理 0.017 12 冷延・めっき鋼材 0.028
13 非鉄金属製錬・精製 0.014 13 その他の金属製品 0.028
14 分類不明 0.013 14 道路貨物輸送（自家輸送を除く。） 0.026
15 建設補修 0.011 15 その他のゴム製品 0.025
16 道路貨物輸送（自家輸送を除く。） 0.011 16 機械修理 0.021
17 印刷・製版・製本 0.011 17 石油製品 0.021
18 不動産仲介及び賃貸 0.011 18 その他のはん用機械 0.020
19 情報サービス 0.010 19 その他の電子部品 0.020
20 合成樹脂 0.010 20 その他の化学最終製品 0.020
21 脂肪族中間物・環式中間物 0.009 21 電線・ケーブル 0.019
22 電子デバイス 0.009 22 合成樹脂 0.018
23 電気通信 0.007 23 その他の鉄鋼製品 0.018
24 映像・音声・文字情報制作 0.007 24 金属鉱物 0.018
25 その他の電子部品 0.007 25 脂肪族中間物・環式中間物 0.018
26 石油化学基礎製品 0.006 26 不動産仲介及び賃貸 0.016
27 その他の金属製品 0.006 27 金融 0.016
28 都市ガス 0.006 28 電子デバイス 0.016
29 保険 0.006 29 物品賃貸業（貸自動車業を除く。） 0.016
30 鋳鍛造品 0.006 30 情報サービス 0.014
31 小売 0.006 31 建設補修 0.013
32 金属鉱物 0.006 32 石油化学基礎製品 0.012
33 広告 0.005 33 電気通信 0.010
34 熱間圧延鋼材 0.005 34 広告 0.010
35 自家輸送（旅客自動車） 0.005 35 都市ガス 0.009
36 電線・ケーブル 0.004 36 自家輸送（旅客自動車） 0.008
37 塗料・印刷インキ 0.004 37 印刷・製版・製本 0.008
38 紙・板紙 0.004 38 銑鉄・粗鋼 0.007
39 その他の無機化学工業製品 0.004 39 映像・音声・文字情報制作 0.007
40 その他のはん用機械 0.004 40 鋼管 0.007
41 産業用電気機器 0.003 41 分類不明 0.007
42 自家輸送（貨物自動車） 0.003 42 その他の電気機械 0.006
43 学術研究機関 0.003 43 再生資源回収・加工処理 0.006
44 鉄道旅客輸送 0.003 44 小売 0.006
45 その他の有機化学工業製品 0.003 45 非鉄金属屑 0.006
46 自動車整備 0.003 46 その他の有機化学工業製品 0.006
47 再生資源回収・加工処理 0.003 47 その他の窯業・土石製品 0.005
48 その他の化学最終製品 0.002 48 その他の無機化学工業製品 0.005
49 冷延・めっき鋼材 0.002 49 紙・板紙 0.005






産業部門 生産誘発係数 産業部門 生産誘発係数
1 その他の対事業所サービス 0.060 1 卸売 0.125
2 卸売 0.053 2 銑鉄・粗鋼 0.101
3 プラスチック製品 0.053 3 熱間圧延鋼材 0.076
4 企業内研究開発 0.047 4 企業内研究開発 0.074
5 物品賃貸業（貸自動車業を除く。） 0.042 5 冷延・めっき鋼材 0.066
6 電力 0.029 6 その他の対事業所サービス 0.049
7 ガラス・ガラス製品 0.026 7 電力 0.043
8 石油製品 0.023 8 プラスチック製品 0.040
9 石炭・原油・天然ガス 0.023 9 道路貨物輸送（自家輸送を除く。） 0.030
10 その他の非鉄金属製品 0.022 10 その他の非鉄金属製品 0.027
11 金融 0.015 11 非鉄金属製錬・精製 0.026
12 機械修理 0.015 12 石炭・原油・天然ガス 0.026
13 分類不明 0.014 13 その他の金属製品 0.025
14 非鉄金属製錬・精製 0.013 14 その他の鉄鋼製品 0.025
15 脂肪族中間物・環式中間物 0.011 15 産業用電気機器 0.023
16 道路貨物輸送（自家輸送を除く。） 0.010 16 鋳鍛造品 0.020
17 印刷・製版・製本 0.010 17 石油製品 0.020
18 合成樹脂 0.010 18 機械修理 0.017
19 情報サービス 0.009 19 その他のはん用機械 0.016
20 不動産仲介及び賃貸 0.009 20 その他の電子部品 0.016
21 電子デバイス 0.008 21 脂肪族中間物・環式中間物 0.016
22 建設補修 0.007 22 電子デバイス 0.014
23 銑鉄・粗鋼 0.007 23 その他のゴム製品 0.014
24 自家輸送（旅客自動車） 0.006 24 金融 0.013
25 その他の電子部品 0.006 25 再生資源回収・加工処理 0.013
26 都市ガス 0.006 26 物品賃貸業（貸自動車業を除く。） 0.013
27 鋳鍛造品 0.006 27 不動産仲介及び賃貸 0.013
28 映像・音声・文字情報制作 0.006 28 その他の化学最終製品 0.012
29 保険 0.006 29 自家輸送（旅客自動車） 0.011
30 電気通信 0.006 30 合成樹脂 0.011
31 小売 0.005 31 都市ガス 0.011
32 熱間圧延鋼材 0.005 32 鉄屑 0.011
33 石油化学基礎製品 0.005 33 塗料・印刷インキ 0.011
34 その他の金属製品 0.005 34 情報サービス 0.011
35 広告 0.004 35 建設補修 0.010
36 電線・ケーブル 0.004 36 分類不明 0.010
37 自家輸送（貨物自動車） 0.004 37 タイヤ・チューブ 0.009
38 その他のはん用機械 0.004 38 電線・ケーブル 0.009
39 塗料・印刷インキ 0.004 39 その他の電気機械 0.008
40 産業用電気機器 0.003 40 広告 0.008
41 紙・板紙 0.003 41 石油化学基礎製品 0.008
42 自動車整備 0.003 42 電気通信 0.007
43 金属鉱物 0.003 43 自家輸送（貨物自動車） 0.006
44 再生資源回収・加工処理 0.003 44 印刷・製版・製本 0.006
45 学術研究機関 0.003 45 金属鉱物 0.006
46 その他の無機化学工業製品 0.003 46 その他の無機化学工業製品 0.006
47 その他の有機化学工業製品 0.003 47 港湾運送 0.006
48 鉄道旅客輸送 0.002 48 小売 0.006
49 事務用品 0.002 49 その他の窯業・土石製品 0.006






産業部門 生産誘発係数 産業部門 生産誘発係数
1 その他の対事業所サービス 0.066 1 卸売 0.136
2 卸売 0.058 2 企業内研究開発 0.097
3 プラスチック製品 0.055 3 プラスチック製品 0.073
4 企業内研究開発 0.048 4 その他の対事業所サービス 0.064
5 物品賃貸業（貸自動車業を除く。） 0.043 5 熱間圧延鋼材 0.060
6 石炭・原油・天然ガス 0.032 6 産業用電気機器 0.060
7 石油製品 0.030 7 銑鉄・粗鋼 0.052
8 ガラス・ガラス製品 0.028 8 冷延・めっき鋼材 0.042
9 電力 0.027 9 石炭・原油・天然ガス 0.041
10 その他の非鉄金属製品 0.022 10 非鉄金属製錬・精製 0.039
11 金融 0.017 11 電力 0.038
12 機械修理 0.016 12 その他の非鉄金属製品 0.037
13 非鉄金属製錬・精製 0.014 13 石油製品 0.034
14 分類不明 0.013 14 鋳鍛造品 0.033
15 道路貨物輸送（自家輸送を除く。） 0.011 15 道路貨物輸送（自家輸送を除く。） 0.029
16 建設補修 0.011 16 その他の金属製品 0.025
17 印刷・製版・製本 0.011 17 機械修理 0.021
18 情報サービス 0.010 18 その他のゴム製品 0.021
19 合成樹脂 0.010 19 脂肪族中間物・環式中間物 0.019
20 不動産仲介及び賃貸 0.010 20 その他の電子部品 0.019
21 脂肪族中間物・環式中間物 0.010 21 電線・ケーブル 0.019
22 電子デバイス 0.008 22 合成樹脂 0.018
23 石油化学基礎製品 0.008 23 不動産仲介及び賃貸 0.018
24 映像・音声・文字情報制作 0.007 24 その他の鉄鋼製品 0.017
25 電気通信 0.006 25 金融 0.017
26 その他の電子部品 0.006 26 電子デバイス 0.017
27 保険 0.006 27 その他の化学最終製品 0.016
28 都市ガス 0.006 28 その他のはん用機械 0.016
29 鋳鍛造品 0.006 29 石油化学基礎製品 0.015
30 自家輸送（旅客自動車） 0.006 30 金属鉱物 0.015
31 金属鉱物 0.006 31 物品賃貸業（貸自動車業を除く。） 0.015
32 小売 0.006 32 その他の電気機械 0.015
33 その他の金属製品 0.005 33 情報サービス 0.014
34 広告 0.005 34 広告 0.013
35 熱間圧延鋼材 0.005 35 建設補修 0.013
36 銑鉄・粗鋼 0.005 36 自家輸送（旅客自動車） 0.011
37 電線・ケーブル 0.004 37 ガラス・ガラス製品 0.011
38 塗料・印刷インキ 0.004 38 民生用電子機器 0.010
39 その他の無機化学工業製品 0.004 39 電気通信 0.010
40 紙・板紙 0.004 40 都市ガス 0.009
41 その他のはん用機械 0.004 41 印刷・製版・製本 0.009
42 産業用電気機器 0.003 42 映像・音声・文字情報制作 0.008
43 学術研究機関 0.003 43 タイヤ・チューブ 0.008
44 自家輸送（貨物自動車） 0.003 44 分類不明 0.007
45 鉄道旅客輸送 0.003 45 小売 0.007
46 その他の有機化学工業製品 0.003 46 塗料・印刷インキ 0.007
47 自動車整備 0.003 47 その他の無機化学工業製品 0.006
48 再生資源回収・加工処理 0.003 48 再生資源回収・加工処理 0.006
49 その他の化学最終製品 0.002 49 鋼管 0.006






産業部門 生産誘発係数 産業部門 生産誘発係数
1 その他の対事業所サービス 0.070 1 卸売 0.140
2 プラスチック製品 0.066 2 企業内研究開発 0.099
3 卸売 0.063 3 銑鉄・粗鋼 0.083
4 企業内研究開発 0.056 4 プラスチック製品 0.076
5 物品賃貸業（貸自動車業を除く。） 0.049 5 その他の対事業所サービス 0.065
6 石炭・原油・天然ガス 0.038 6 熱間圧延鋼材 0.063
7 石油製品 0.032 7 産業用電気機器 0.059
8 電力 0.031 8 石炭・原油・天然ガス 0.048
9 ガラス・ガラス製品 0.029 9 非鉄金属製錬・精製 0.045
10 その他の非鉄金属製品 0.027 10 冷延・めっき鋼材 0.044
11 非鉄金属製錬・精製 0.020 11 電力 0.041
12 金融 0.020 12 その他の非鉄金属製品 0.035
13 機械修理 0.018 13 道路貨物輸送（自家輸送を除く。） 0.033
14 分類不明 0.015 14 石油製品 0.032
15 脂肪族中間物・環式中間物 0.013 15 鋳鍛造品 0.031
16 道路貨物輸送（自家輸送を除く。） 0.013 16 その他の金属製品 0.025
17 建設補修 0.012 17 脂肪族中間物・環式中間物 0.022
18 合成樹脂 0.012 18 機械修理 0.022
19 印刷・製版・製本 0.011 19 その他のゴム製品 0.020
20 不動産仲介及び賃貸 0.011 20 その他の電子部品 0.020
21 情報サービス 0.011 21 合成樹脂 0.019
22 電子デバイス 0.010 22 不動産仲介及び賃貸 0.019
23 石油化学基礎製品 0.010 23 石油化学基礎製品 0.018
24 銑鉄・粗鋼 0.009 24 金融 0.018
25 その他の電子部品 0.008 25 電線・ケーブル 0.018
26 鋳鍛造品 0.007 26 その他の鉄鋼製品 0.017
27 電気通信 0.007 27 その他の化学最終製品 0.017
28 保険 0.007 28 その他の電気機械 0.017
29 都市ガス 0.006 29 電子デバイス 0.016
30 その他の金属製品 0.006 30 その他のはん用機械 0.016
31 熱間圧延鋼材 0.006 31 物品賃貸業（貸自動車業を除く。） 0.016
32 小売 0.005 32 情報サービス 0.015
33 電線・ケーブル 0.005 33 建設補修 0.014
34 映像・音声・文字情報制作 0.005 34 金属鉱物 0.014
35 広告 0.005 35 広告 0.014
36 非鉄金属屑 0.005 36 ガラス・ガラス製品 0.013
37 自家輸送（旅客自動車） 0.005 37 民生用電子機器 0.013
38 産業用電気機器 0.004 38 再生資源回収・加工処理 0.010
39 その他のはん用機械 0.004 39 電気通信 0.010
40 その他の無機化学工業製品 0.004 40 非鉄金属屑 0.010
41 再生資源回収・加工処理 0.004 41 印刷・製版・製本 0.009
42 紙・板紙 0.004 42 石炭製品 0.009
43 その他の有機化学工業製品 0.004 43 都市ガス 0.009
44 学術研究機関 0.004 44 分類不明 0.009
45 塗料・印刷インキ 0.003 45 その他の窯業・土石製品 0.009
46 鉄道旅客輸送 0.003 46 タイヤ・チューブ 0.009
47 自家輸送（貨物自動車） 0.003 47 映像・音声・文字情報制作 0.009
48 その他の化学最終製品 0.003 48 自家輸送（旅客自動車） 0.008
49 倉庫 0.003 49 小売 0.007






産業部門 生産誘発係数 産業部門 生産誘発係数
1 プラスチック製品 0.070 1 卸売 0.126
2 その他の対事業所サービス 0.065 2 企業内研究開発 0.108
3 卸売 0.060 3 プラスチック製品 0.081
4 企業内研究開発 0.057 4 熱間圧延鋼材 0.066
5 物品賃貸業（貸自動車業を除く。） 0.050 5 その他の対事業所サービス 0.057
6 石炭・原油・天然ガス 0.040 6 産業用電気機器 0.055
7 石油製品 0.034 7 銑鉄・粗鋼 0.054
8 電力 0.031 8 石炭・原油・天然ガス 0.043
9 ガラス・ガラス製品 0.029 9 冷延・めっき鋼材 0.038
10 その他の非鉄金属製品 0.028 10 電力 0.036
11 非鉄金属製錬・精製 0.019 11 非鉄金属製錬・精製 0.035
12 機械修理 0.018 12 石油製品 0.033
13 金融 0.018 13 道路貨物輸送（自家輸送を除く。） 0.030
14 分類不明 0.014 14 その他の非鉄金属製品 0.029
15 合成樹脂 0.014 15 鋳鍛造品 0.026
16 脂肪族中間物・環式中間物 0.013 16 その他の金属製品 0.024
17 電子デバイス 0.011 17 脂肪族中間物・環式中間物 0.024
18 印刷・製版・製本 0.011 18 合成樹脂 0.021
19 道路貨物輸送（自家輸送を除く。） 0.011 19 機械修理 0.021
20 石油化学基礎製品 0.010 20 電子デバイス 0.019
21 情報サービス 0.009 21 タイヤ・チューブ 0.019
22 不動産仲介及び賃貸 0.008 22 その他の電気機械 0.019
23 鋳鍛造品 0.008 23 石油化学基礎製品 0.019
24 保険 0.007 24 その他のゴム製品 0.019
25 熱間圧延鋼材 0.007 25 民生用電子機器 0.018
26 都市ガス 0.007 26 ガラス・ガラス製品 0.018
27 その他の電子部品 0.006 27 その他の化学最終製品 0.018
28 その他の金属製品 0.006 28 その他の鉄鋼製品 0.017
29 銑鉄・粗鋼 0.006 29 電線・ケーブル 0.016
30 電気通信 0.005 30 その他の電子部品 0.015
31 小売 0.005 31 その他のはん用機械 0.015
32 電線・ケーブル 0.005 32 物品賃貸業（貸自動車業を除く。） 0.014
33 建設補修 0.005 33 金融 0.014
34 金属鉱物 0.004 34 広告 0.014
35 産業用電気機器 0.004 35 情報サービス 0.012
36 その他のはん用機械 0.004 36 不動産仲介及び賃貸 0.012
37 広告 0.004 37 印刷・製版・製本 0.009
38 映像・音声・文字情報制作 0.004 38 都市ガス 0.009
39 その他の無機化学工業製品 0.004 39 金属鉱物 0.008
40 紙・板紙 0.004 40 その他の無機化学工業製品 0.008
41 学術研究機関 0.004 41 その他の有機化学工業製品 0.007
42 非鉄金属屑 0.004 42 小売 0.007
43 その他の有機化学工業製品 0.003 43 電気通信 0.007
44 塗料・印刷インキ 0.003 44 映像・音声・文字情報制作 0.007
45 再生資源回収・加工処理 0.003 45 塗料・印刷インキ 0.007
46 事務用品 0.003 46 その他の窯業・土石製品 0.006
47 その他の化学最終製品 0.003 47 非鉄金属屑 0.006
48 鉄道旅客輸送 0.003 48 鋼管 0.006
49 倉庫 0.003 49 分類不明 0.006
50 その他の製造工業製品 0.002 50 再生資源回収・加工処理 0.005
